
 

別記様式第６号（第８条関係） 
農地転用事実証明願 

年  月  日 
（宛先）周南市農業委員会会長 

申請者 
 
 
 

住所    
氏名    
電話番号  
 

農地法（昭和27年法律第229号）第４条又は同法第５条の規定よる許可又は届出受理された下記の土
地に係る農地転用について、許可又は届出受理した事業計画のとおり転用がなされていることを証明願
います。 

記 

１ 証明を受けようとする農地転用に係る許可又は届出 
 区 分 許 可 届 出 

農地法第４条 □ 第１項（農地
の転用の許
可） 

□ 第１項第２号（公共事業の施行に伴う農地の転用の届出） 
□ 第１項第７号（市街化区域内農地の転用の届出） 
□ 第１項第８号及び農地法施行規則（昭和 27年農林省令第

79 号）第 29条（農地の転用の制限の例外としての届出） 
農地法第５条 □ 第１項（農地

等の転用の
ための権利
移動の許可） 

□ 第１項第１号（公共事業の施行に伴う農地等の転用のた
めの権利移動の届出） 

□ 第１項第６号（市街化区域内農地等の転用のための権利
移動の届出） 

□ 第１項第７号及び農地法施行規則第 53 条（農地等の転用
のための権利移動の制限の例外としての届出） 

２ 証明を受けようとする農地転用に係る許可指令書又は受理通知書の日付及び番号 
 □ 許可指令書（    年  月  日付け 指令周農委   条許可第   号） 

□ 受理通知書（    年  月  日付け   周農委   条受理第   号） 
３ 証明を受けようとする農地転用の当事者 
 区 分 住  所 氏  名 

   
   

４ 証明を受けようとする農地転用に係る土地の表示 
 大 字 字 地 番 地  目 面積（㎡） 

登記簿 現況 
      
      
      
      
      

５ 証明を受けようとする農地転用に係る目的又は用途 
  
６ 証明を受けようとする農地転用に係る施設等の概要 
 (１)  建物の棟数及び建築面積  

(２)  建物以外の施設の数及び規模  
７ 証明を受けようとする農地転用の完了した日 
     年  月  日 
８ 証明を必要とする理由（使用目的・提出先等） 

  
 

 
上記のとおり相違ないことを証明します。 

 
      年  月  日 

周南市農業委員会会長 印



 

添付書類 

許可又は届出が受理されたときの申請者又は届出者と現在の申請者が異なる場合は、権利の継承が

確認できる書類 

注 １ 申請者の住所及び氏名は、法人にあっては、その主たる事務所の所在地並びに法人の名称、代

表者の職名及び氏名を記入してください。 

２ 代理人が申請をする場合 

(１) 「申請者 住所 氏名 電話番号」の下に、代理人の資格、住所、氏名、電話番号を記入

してください。 

(２) 法定代理人にあっては、代理人資格として親権者、未成年後見人、成年後見人、保佐人又

は補助人のいずれかを記入してください。 

また、法定代理人であることを証する書類（保佐人又は補助人はあわせて代理権を有するこ

とを証する書類）を添付してください。 

(３) 任意代理人にあっては、その資格を記入の上、委任状を添付してください。 

３ 「１ 証明を受けようとする農地転用に係る許可又は届出」は、該当するもの 1 つにチェック

☑してください。 
４ 「２ 証明を受けようとする農地転用に係る許可指令書又は受理通知書の日付及び番号」は、

許可指令書又は受理通知書のいずれかにチェック☑をし、許可年月日及び指令番号又は受理年月

日及び文書番号を記入してください。 

５ 「３ 証明を受けようとする農地転用の当事者」の「区分」欄には、農地法第４条に係る許可

又は届出受理にあっては、上段のみに「申請者」又は「届出者」と、農地法第５条に係る許可又

は届出受理にあっては、「譲受人」及び「譲渡人」又は借受人」及び「貸付人」と記入してくださ

い。 

６ 「３ 証明を受けようとする農地転用の当事者」の住所及び氏名は、法人にあっては、その主

たる事務所の所在地並びに法人の名称、代表者の職名及び氏名を記入してください。 


